
坂本地域まちづくり推進協議会規約 

 

（名称及び事務所） 

第１条 本会は、坂本地域まちづくり推進協議会（以下「協議会」）と称し、事務所は坂本事務所内 

に置く。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、「住民参加によるまちづくり」を基本理念とし、坂本地区の住民（以下「区民」

という。）の良好なコミュニティの形成及び地域の自然や特色を活かしたまちづくりの推進を図る

ことを目的とする。 

 

（事業） 

第３条 協議会は前条の目的を達成するため、坂本地区区長会（以下「区長会」という。）と連携し、

次の事業を行う。 

（１）各部会の所管事項に関する調査研究 

（２）良好な地域コミュニティの形成に関する区民への普及啓発 

（３）坂本地域まちづくりビジョンの策定 

（４）まちづくりに関する区民及び関係団体等への提言並びに支援 

（５）まちづくりに関する行政への提言及び要望 

（６）その他目的を達成するために必要な事業 

２ 前項各号に掲げる事業を実施した場合は区長会へ報告するものとする。 

３ 第１項各号に定める事業を行うにあたり、区民の意思を確認する必要のある場合は区長会と協

議し、その判断を仰ぐのものとする。 

 

（会員） 

第４条 協議会は、次に掲げる会員をもって構成する。 

 （１）坂本地域に住所を有する個人 

 （２）坂本地域で活動する各種団体、組織及び法人等 

 （３）その他会長が推薦する者 

 

（役員の選出） 

第５条 協議会に次の役員を置く。 

  （１）会長         １名 

  （２）副会長       ２名 

 （３）事務局長   １名 

 （５）会計     １名 

  （６）監事         ２名 

  （７）部会長     若干名 



（役員の選出） 

第６条 役員は選考委員会において選出し、総会の承認を得るものとする。 

２ 選考委員会の委員は役員会の構成員をもって充て、委員長は委員の互選とする。 

 

（役員の任務） 

第７条 役員の任務は次のとおりとする。 

（１）会長は協議会を代表し、会務を統括する。 

（２）副会長は会長を補佐し、会長事故あるときはその職務を代行する。 

（３）事務局長は役員会及び各部会等に参画し、それぞれの調整を行う。 

（４）会計は経理を担当する。 

（５）部会長は部会の運営を担当する。 

  

（役員の任期） 

第８条  役員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠による役員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 役員は任期終了後も後任者の決定までその職務を行う。 

 

（顧問） 

第９条 協議会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、協議会の承認を得て会長が選任するものとする。 

３ 顧問は、会議に出席することができる。 

 

（会議） 

第 10条 会議は、総会、役員会、部会及び専門分科会とする。 

２ 総会を除く、会議はすべて２分の１以上の出席で成立し、議事は出席者の過半数をもって決す

る。可否同数のときは、議長がこれを決する。 

 

 （代議員） 

第 11条 本会を構成する会員の代表者として総会に出席する代議員を置く。 

２ 代議員の選出は、区長及び副区長並びに各種団体から１名とする。ただし、副区長が選出され

ていない区においては、区長が指名した町内会長とする。 

３ 代議員は総会において、役員会が提案する議題を審議し、議決する。 

４ 代議員の任期は１年とする。ただし、再任は妨げない。 

５ 補欠により選出された代議員の任期は、前任者の在任期間とする。 

 

（総会） 

第 12条 総会は、代議員をもって構成する本会の議決機関であり、本会の目的を達成するために必

要な事項を審議決定する。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とし、会長が招集する。 



３ 総会の議長は、会長が指名する。 

４ 定期総会は、毎年１回開催し、次のことを議決する。 

 （１）役員の選任に関すること。 

 （２）事業計画、事業報告に関すること。 

 （３）予算及び決算に関すること。 

 （４）規約の改廃に関すること。 

 （５）その他、本会の運営に関し、必要と認められること。 

５ 臨時総会は、代議員の２分の１以上の要請があったとき、又は、会長が必要と認めたときに招

集する。 

６ 総会は、委任状を含めて代議員の過半数の出席で成立する。 

７ 総会の議事は、出席者の過半数で議決し、可否同数の場合は、議長の決するところによる。 

 

（役員会） 

第 13条 役員会は、監事を除く役員をもって構成し、必要に応じて会長が招集して、次の事項を協

議する。 

 （１）総会に諮る事項の調整及び決定に関すること。 

 （２）部会にかかる懸案事項の調整及び方針に関すること。 

 （３）各種活動の企画、事業方針に関すること。 

 （４）行政と協議すべき案件の調整及び方針に関すること。 

 （５）その他、本会の運営に関し、必要と認められること。 

 

（部会） 

第 14条 協議会に部会を設けることができる。 

２ 部会の委員は若干名とし、各部会員（以下「部員」という。）の割り振りは会長が指名する会員

をもって構成する。 

３ 部会は、部会長が招集し議長となる。 

 

 （専門分科会） 

第 15条 特定の事業を推進するために、協議会に専門分化会を設けることができる。 

２ 専門分科会は、会長の指名する部員、その他必要とする者をもって構成する。 

３ 専門分科会の活動内容、分担などの必要な事項は、会長が各専門分科会と協議して定める。 

４ 専門分科会には、分科会長を置き、部会構成員の中から選出する。 

５ 専門分科会は、分科会長が招集し議長となる。 

 

（経費） 

第 16条 協議会の運営に関する経費は、会費、補助金、交付金及びその他の収入をもって充てるが

財産（この会名義の貯金）については、会員は持分を有しない。 

 

 



（会計年度） 

第 17条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（雑則） 

第 18条 この規約に定めるもののほか必要な事項は、会長が総会に諮って決める。 

 

（附則） 

この規約は平成１３年７月２４日から施行し、最初の役員及び委員の任期は、平成１４年３月

３１日までとする。 

（この規約の施行日をもって坂本地域総合計画推進協議会規約は、廃止する。） 

  （附則） 

 この規約は、平成１４年５月２８日から施行する。 

   （附則） 

  この規約は、平成２２年４月１日から施行する。（平成２２年２月２３日臨時総会） 

   （附則） 

  この規約は、平成２３年５月２４日から施行する。  

   （附則） 

  この規約は、平成２４年５月２３日から施行する。  

   （附則） 

  この規約は、平成２５年４月１日から施行する。 

   （附則） 

  この規約は、平成２５年５月２２日から施行する。 

   （附則） 

  この規約は、平成２６年５月２６日から施行する。 

（附則） 

  この規約は、平成２９年５月２６日から施行する。 

（附則） 

  この規約は、令和２年４月１日から施行する。（令和２年３月３０日臨時総会） 

   （附則） 

  この規約は、令和２年４月１日から施行する。ただし、規約第１６条の削除に関係する改正については

令和２年 7月１日から施行する。 

 


